第1章 なぜ日本語教育か
前章では、短期的なものとして見られていた日系ブラジル人の移動現象デカセギが長期化（定住化）しつつあるということを証明し、その数は韓国朝鮮・中国に次いで三番目に多いということ明らかにした。そこで、本章では、第一節で現在の日本社会が「学歴」を基盤とした社会であるという点を明らかにし、その上で日本語教育の必要性について言及する。そして第二節では専門的な知見から日本語教育について、生活言語と学習言語に触れながら、述べていく。
第1節 「学歴」社会の日本
在日ブラジル人子女に教育を施さなければならない理由の一つとして私たちが考えたものは、日本が「学歴」を基盤とした社会であるという点である。学歴社会の定義は様々であるが、私たちは「日本では最終学歴に応じて収入が上がっていく
」という点に注目した。そしてまた、この学歴社会という問題は、日本人だけでなく、外国人であっても同じであろうと考えた。つまり日本で生活していくうえで非常に重要となってくるものが「学歴」であるということを前提に、在日ブラジル人子女の社会的地位が向上と日本の国力となるよう育成していこうと考えるのであれば、「学歴」という問題を無視して進めることはできないと考えたのである。もちろん学部卒が優遇されるような学歴社会は淘汰されるべきものであるが、専門性や知識を身につけたものが優遇されるような「学歴」社会は、今後の日本社会の持続的発展性を考えると、非常に重要なことである。この観点から私たちは「学歴」社会というものを前向きに捉え、在日ブラジル人子女にもこうした社会へアクセスの保障していくべきだと考え、在日ブラジル人子女の教育を政策提言する。 

このような現状から在日ブラジル人問題を再考する時、私たちが懸念したのは「学歴」を獲得できないために、義務教育を終了してすぐに就労せねばならないという負の構造である。つまり「学歴」を得ていないために、彼らの職業は限定されてしまい、所得賃金の低い底辺労働者層から脱出することができないという現象
である。この問題は在日ブラジル人が増えてきている現在の日本において目をそらしてはならない問題であろう。また労働人口の低下が予測される日本社会において、彼らを高度人材に育てていくことは競争力の維持や埋もれていた才能を見つけ出すという意味でも、意義あることだと考えられる。さらに在日ブラジル人であるという彼ら独自の強みは二つの国の文化を知っているということである。このことから、彼ら独自の強みを生かした職業への道が開けていくことは、日本の国益にかなうものである。在日ブラジル人が高度人材となっていくことは今後日本とブラジルの関係を良好にし、または新たに来日するブラジル人と日本との架け橋的存在になってくれることも期待できる。後者の例を挙げると、新たにやってくる日系ブラジル人へ教育を行うバイリンガル講師や、在日ブラジル人が多く働く工場でポルトガル語しか話せない多数の労働者と日本人の経営者の間に入って仲介をする中間管理職などである。しかしながらこういった職業へのアクセスはあくまで日本社会で正当に「学歴」を積み重ねていった上で得られるものでなければならない。
　こうした観点から「学歴」を得ていくための入り口としての義務教育、特に公立学校で学ぶ在日ブラジル人の子女の成績は概ね芳しくない
という問題は非常に重要である。なぜ在日ブラジル人子女の学業成績が芳しくないかという問題には、第三節でも詳しく述べるように、日本語の理解という壁が大きく横たわっている。

　ここまで日本としての立場から「学歴」社会という問題、それにかかる在日ブラジル人子女の教育について簡単に述べてきたが、最後に在日ブラジル人の立場からも日本語と日本語教育」が臨まれているという点について触れておきたい。2007年度に行なわれた愛知県の日本語学習意向調査
によると、「近くに無料又は授業料の安い日本語教室があれば、あなたのお子さんを通わせたいですか？」という質問に対し、「通わせたい」と答えた外国人の保護者の割合は全体の61.3％にのぼることが分かっている。
　以上のようなアンケートからも、日本語教育を行うニーズは在日ブラジル人の視点からも確かに存在しており、在日ブラジル人子女に対し日本語教育を行うことが一方的な押し付けとなることはない。日本社会が責任を持って日本語教育を行うことは、日本とブラジルあるいは日本人とブラジル人双方の利益にかなっているものである。このことから私たちは日本語教育に焦点を絞って政策提言を行う。

とりあえず書かれたものを私なりにまとめるとこんな感じ。

ふと思ったけど、「例えば」と「たとえば」の表記も統一させないと不恰好。
� 平成16年賃金構造基本統計調査（全国結果）の概況によると、


学歴別の賃金をみると、男では、大卒が400,300円（平均39.8歳、12.4年勤続）、高専・短大卒が303,200円（同36.8歳、10.6年勤続）、高卒が301,800円（同41.9歳、13.9年勤続）、中卒が286,800円（同50.9歳、18.3年勤続）となっている。�　女では、大卒が276,100円（平均32.7歳、6.3年勤続）、高専・短大卒が237,900円（同34.8歳、7.8年勤続）、高卒が20,5500円（同40.9歳、10.2年勤続）、中卒が180,800円（同53.3歳、14.1年勤続）となっている。


厚生労働省　平成16年賃金構造基本統計調査（全国結果）の概況


�HYPERLINK "http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z04/kekka1-3.html"�http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z04/kekka1-3.html�（2008年11月14日閲覧）　


�第一生命ライフデザイン研究所研究開発室 荒川 匡史著「ライフデザインレポート」2006年9-10月によると、所得格差が教育格差を生むことが危惧されるとしている.際に、学力の二極化が進んでおり（63.6％が肯定）、その原因は所得格差である（二極化を肯定したものの66.4％が「所得の格差によって、子どもの学力に影響が出る」と回答）とするアンケート調査も行われている。教育機会の不平等は、その子女の将来の収入にも関係があるとしている。


�　朝日新聞2008年4月11日「初めて日本学ぼう　外国人が多い自治体の学校」　朝刊　22面　大阪本社


� 「多文化共生社会における日本語教育について」<児童生徒の日本語教育②より>文化庁文化審議会国語分科会日本語教育小委員会提出資料、2008.4.24　愛知県





